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2019年度国立大学法人等施設整備概算要求について

 

◆概算要求額（国立大学法人等施設整備費） 

２０１９年度要求額  ８２，２８７百万円 （前年度 ３７，６１５百万円） 

他に 、財政融資資金 ２８，７３８百万円（前年度３４，６２４百万円） 

◆内  容  

国立大学等の施設は、将来を担う人材の育成の場であるとともに、地方創生やイノ

ベーション創出の重要な基盤であるが、著しい老朽化の進行により安全面・機能面等

で大きな課題が生じている。 

このため、「第４次国立大学法人等施設整備５か年計画（2016 年 3 月 29 日文部科学

大臣決定）」を踏まえ、老朽施設の改善整備を中心とした、安全・安心な教育研究環境

の整備や Society5.0 の実現に向けた国立大学等の機能強化等への対応など、計画的・

重点的な施設整備を推進する。 

 

◆安全・安心な教育研究環境の整備 

 ・施設の耐震化及び安全対策（非構造部材の耐震対策含む） 

 ・基幹設備の更新等 （機能劣化の著しいライフラインの改善） 

 

◆国立大学等の機能強化等への対応 

・高度化・多様化する教育研究活動への対応（先端的な研究施設の整備等を含む） 

・附属病院の再開発整備 （地域医療・先端医療等の拠点） 

 

◆要求事業数  

 
   ○新規事業    ３０４事業 
     
○継続事業等      ８４事業   

 

 
 
※概算要求事業一覧は文部科学省ＨＰにて公表。 

     http://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/kokuritu/yosan/1408472.htm 
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２０１９ 年 度 概 算 要 求・ 要 望 の 全 体 像
－国立大学法人等施設整備費－

（１）安全・安心な教育研究環境の基盤の整備 （２）国立大学等の機能強化等変化への対応
（３）サステイナブル・キャンパスの形成

第４次国立大学法人等施設整備５か年計画（2016～2020年度）2016年3月29日文部科学大臣決定

国立大学等施設の現状 起こりうる問題点

２０１９年度概算要求においては、上記を踏まえつつ、安全・安心な環境整備と
老朽施設の改善整備を中心とした戦略的なリノベーションを実施

人・知識・技術を引き付ける魅力ある教育研究環境の創造

今後期待される効果

「要望基礎額」（要求） ２６７億円 ※他に、財政融資資金２８７億円

➀継続事業等：２３１億円 ②安全対策等：１３億円
③大学附属病院の再生：２３億円

◆継続的・計画的かつ着実に進める必要がある事業

「新しい日本のための優先課題推進枠」（要望） ５５６億円

①耐震対策（非構造部材を含む）：１１３億円 ②安全対策・機能向上等：２５１億円
③ライフライン・安全対策等 : １７９億円 ④最先端研究施設の整備：１３億円

◆学校施設等の老朽化対策等の推進

要求・要望の内容

◆老朽化が原因で施設及びライフラインの
故障や事故が増加、教育研究基盤の弱体
化
→教育研究診療活動の中断、研究成果の
損失
→人命に影響を与える重大な事故の発生

◆経年による施設の機能陳腐化等
→国際競争が厳しくなる中、教育機能
低下、研究者等の人材流出、最先端
研究の遅れ

◆経年25年以上の改修を要する施設は全国
で約915万㎡あり、また、基幹設備（ラ
イフライン※）のうち約６割が耐用年数を
超過しており、安全面・機能面等に課題

◆特に経年50年以上の改修を要する施設が
今後５年で倍増（約147万㎡→約241万㎡）

※ライフライン（配管・配線、設備機器）

配管の腐食
過密な研究室
（機能低下と事故）外壁の落下の危険 連絡通路の屋根崩落
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当初予算額(一般会計)
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予備費
当初予算額（復興特会）
補正予算額（復興特会)

526

689

国立大学法人等施設整備費予算額の推移

国立大学法人等施設整備５か年計画

科学技術基本計画
第１期

第３期第２期 第４期 第５期

第１次 第２次 第３次
第４次

※四捨五入により合計は一致しない場合がある。

823

4,000
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多様な財源を活用した施設整備の推進

大学等は，国が施設整備費の確保に努める一方，
資産の有効活用を含め，多様な財源を活用した施設
整備を一層推進

戦略的な施設マネジメントの取組の推進

①施設マネジメントの推進のための仕組みの構築

○経営者層のリーダーシップによる全学的体制で実施

②施設の有効活用

○経営的な視点での戦略的な施設マネジメント
の下，施設の有効活用を積極的に行う
○保有面積の増大は，施設管理コストの増大につな
がるため，保有建物の総面積抑制を図る

③適切な維持管理
○予防保全により良好な教育研究環境を確保
○光熱水費の可視化等による維持管理費等の縮減や
必要な財源の確保のための取組を進める

第４次国立大学法人等施設整備５か年計画（2016～2020年度）
2016年3月29日 文部科学大臣決定

重 点 整 備 推 進 方 策

安全・安心な教育研究環境の基盤の整備

○耐震対策（非構造部材を含む）や防災機能強化に配慮
しつつ，長寿命化改修を推進
○老朽化した基幹設備（ライフライン）を更新

国立大学等の機能強化等変化への対応

○大学等の機能強化に伴い必要となる新たなスペースを
確保

○長寿命化改修に合わせ，機能強化に資する整備を実施
・ラーニング・コモンズやアクティブ・ラーニング・
スペースの導入を推進
・地域産業を担う地域人材の育成など，地域と大学の
連携強化のための施設整備を実施 等

○大学附属病院の再開発整備の着実な実施

サステイナブル・キャンパスの形成

○今後５年間でエネルギー消費原単位を５％以上削減
○社会の先導モデルとなる取組を推進

所要経費 ： 約1兆3,000億円

国立大学等の施設が抱える課題

●施設，基幹設備（ライフライン）の老朽化による教育研究基盤の弱体化

●国立大学等の機能強化等への対応 など

質の高い，安全な教育研究環境の確保

整備目標

老朽改善整備
約475万㎡

狭隘解消整備
約40万㎡

大学附属病院の再生
約70万㎡

第４次国立大学法人等施設整備５か年計画（2016～2020年度）

【参考】第５期科学技術基本計画（2016年1月22日閣議決定）

国が策定する国立大学法人等の全体の施設整備計画に基づき，安定的・継続的な支援を通じて，計画的・重点的な施
設整備を進める。

老朽化対策を中心とした整備
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平成30年5月1日時点

老朽改善整備 狭隘解消整備 大学附属病院の再生 合　　計

整 備 目 標 475 万㎡ 40 万㎡ 70 万㎡ 585 万㎡ 1兆3,000億円 

平 成 ２ ８ 年 度 当 初 6.4万㎡ 3.0万㎡ 12.4万㎡ 21.9 万㎡  679億円 

平 成 ２ ８ 年 度 補 正 8.5万㎡ 0.4万㎡ 0.0万㎡ 8.9 万㎡  227億円 

平 成 ２ ９ 年 度 当 初 6.4万㎡ 3.7万㎡ 8.4万㎡ 18.6 万㎡  596億円 

平 成 ２ ９ 年 度 補 正 3.6万㎡ 0.5万㎡ 0.0万㎡ 4.1万㎡  113億円 

平 成 ３ ０ 年 度 当 初 10.0万㎡ 1.7万㎡ 10.4万㎡ 22.0万㎡  659億円 

【7%】 【23%】 【45%】 【13%】 【17%】

35.0万㎡ 9.3万㎡ 31.2万㎡ 75万㎡ 2,274億円

《多様な財源を活用した施設整備》

平 成 ２ ８ 年 度 1.9万㎡ 5.2万㎡ 1.8万㎡ 8.9 万㎡ 275億円

平 成 ２ ９ 年 度 2.4万㎡ 7.0万㎡ 0.4万㎡ 9.8 万㎡  352億円 

【1%】 【31%】 【3%】 【3%】 【5%】

4.3万㎡ 12.2万㎡ 2.2万㎡ 19万㎡ 627億円

【8%】 【54%】 【48%】 【16%】 【22%】

39.3万㎡ 21.5万㎡ 33.4万㎡ 94万㎡ 2,901億円

【老朽改善整備「基幹設備（ライフライン）の老朽改善」】

12.6%  165億円 

【1%】

165億円

【24%】

3,066億円

注１）合計欄の【　】は，整備目標に対する進捗率を示す。

注２）施設整備費は，施設整備費補助金（不動産購入費を除く），財政融資資金及び施設費交付金の合計額。
注３）四捨五入により合計は一致しない。

注４）第１～３次５か年計画期間からのＰＦＩ継続事業の施設整備費は各年度の施設整備費より除く。

注５）平成30年度当初予算による整備面積は平成30年度末の整備見込み量を示す。

合　　　計

小　　　計

合　　　計

おおむね法定耐用年数の２倍を超える基幹設備（ライフライン）の改善整備
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（前年度　9.3％）

総　　　合　　　計

「第４次国立大学法人等施設整備５か年計画」の進捗状況

区　　　分

整 備 面 積

施設整備費

小　　　計
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サ
ス
テ
イ
ナ
ブ
ル
・
キ
ャ
ン
パ
ス
の
形
成

（成
果
目
標
）省
エ
ネ
や
環
境
負
荷
の
低
減
に
貢
献
で
き
る
施
設
整
備
等
の
取
組
を
通
し
て
，
サ
ス
テ
イ
ナ
ブ
ル
・
キ
ャ
ン
パ
ス
の
形

成
を
図
り
，
次
世
代
の
社
会
モ
デ
ル
と
な
る
施
設
を
整
備
す
る
。

個
別
項
目

指
標

実
績
※
１
累
計

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
の
削
減

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
原
単
位
の
削
減
割
合
※
５
（５
年
で
５
％
削
減
）
０
．
８
％
９
８
．
３
％

整
備
目
標

推
進
方
策

成
果
・
効
果

安
全
・
安
心
な
教
育
研
究
環
境
の
基
盤
の
整
備

（成
果
目
標
）耐
震
対
策
（
非
構
造
部
材
を
含
む
）や
防
災
機
能
強
化
を
配
慮
し
つ
つ
，
長
寿
命
化
改
修
を
推
進
す
る
。

耐
震
性
や
機
能
の
向
上
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
，
お
お
む
ね
耐
用
年
数
の
２
倍
を
超
え
る
も
の
を
今
後
１
０
年
で

計
画
的
に
整
備
す
る
こ
と
を
目
指
す
。

個
別
項
目

指
標

実
績
※
１
累
計

建
物
の
耐
震
化

進
捗
状
況
（
本
５
か
年
計
画
開
始
時
：
９
７
．
９
％
）

０
．
５
％
９
８
．
７
％

非
構
造
部
材
の
耐
震
化
（
屋
内
運
動
場
等
の
吊
り
天
井
）
進
捗
状
況
（
本
５
か
年
計
画
開
始
時
：
９
３
．
６
％
）

実
績
：
年
間
対
策
実
施
室
数

１
７
室

９
６
．
８
％

老
朽
改
善
整
備
に
伴
う
施
設
の
集
約
化

集
約
化
に
よ
り
抑
制
さ
れ
た
面
積

５
．
８
千
㎡
８
．
０
千
㎡

老
朽
建
物
の
改
善
整
備

全
保
有
面
積
の
う
ち
要
改
修
面
積
の
割
合
※
２

実
績
：
全
保
有
面
積
に
対
す
る
老
朽
改
善
し
た
面
積
の
割
合

０
．
４
％
３
２
．
０
％

更
新
が
必
要
な
配
管
配
線
の
改
善
整
備

お
お
む
ね
法
定
耐
用
年
数
の
２
倍
を
超
え
る
配
管
配
線

の
改
善
※
３

６
．
８
％

９
．
３
％

※
１
平
成
２
９
年
度
の
実
績

国
立
大
学
等
の
機
能
強
化
等
変
化
へ
の
対
応

（成
果
目
標
）グ
ロ
ー
バ
ル
化
や
，
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
，
人
材
養
成
機
能
の
強
化
な
ど
，
機
能
強
化
を
活
性
化
さ
せ
る
役
割
を
果

た
す
新
た
な
施
設
を
整
備
す
る
。

個
別
項
目

指
標

実
績
※
１
累
計

教
育
研
究
の
た
め
の
拠
点
整
備

先
端
的
な
教
育
研
究
の
拠
点
，
産
学
官
連
携
拠
点
等

９
拠
点

１
３
拠
点

継
続
的
に
医
療
等
の
変
化
へ
対
応
し
て
い
く
た

め
の
大
学
附
属
病
院
施
設
の
整
備

大
学
附
属
病
院
再
開
発
整
備
が
完
了
し
た
大
学

（
再
開
発
整
備
中
の
大
学
※
４
：
１
５
大
学
）

２
大
学

２
７
大
学

教
育
の
質
的
転
換
の
推
進
に
資
す
る
学
修
環

境
の
整
備

図
書
館
以
外
に
設
置
さ
れ
た
ア
ク
テ
ィ
ブ
ラ
ー
ニ
ン
グ

ス
ペ
ー
ス
等
の
面
積

（既
設
置
機
関
数
（本
５
か
年
計
画
開
始
時
）：
66
機
関
/全
91
機
関
）

１
．
７
万
㎡
１
２
．
１
万
㎡

（
7
4
機
関
）

第
４
次
国
立
大
学
法
人
等
施
設
整
備
５
か
年
計
画

施
設
整
備
費
補
助

金
に
よ
る
整
備
多
様
な
財
源
を
活

用
し
た
整
備

合
計

老
朽
改
善
整
備

（
進
捗
率
）
3
5
.0
万
㎡
4
.3
万
㎡
3
9
.3
万
㎡

（
8
％
）

重
点
整
備

大
学
附
属
病
院
の
再
生
（
約
７
０
万
㎡
）

・
再
開
発
整
備
の
着
実
な
実
施
，
適
切
な
診
療
機
能
の

確
保
と
機
能
向
上
へ
の
対
応

狭
隘
解
消
整
備
（
約
４
０
万
㎡
）

・
大
学
等
の
機
能
強
化
等
に
伴
い
，
教
育
研
究
活
動
上
，

真
に
必
要
と
な
る
ス
ペ
ー
ス
の
確
保

老
朽
改
善
整
備
（
約
４
７
５
万
㎡
）

・
防
災
機
能
強
化
に
配
慮
し
た
長
寿
命
化
改
修
の
実
施
，

教
育
研
究
環
境
の
確
保

重
点
整
備
の
整
備
実
績

施
設
整
備
費
補
助

金
に
よ
る
整
備
多
様
な
財
源
を
活

用
し
た
整
備

合
計

大
学
附
属
病
院

の
再
生

（
進
捗
率
）
3
1
.2
万
㎡
2
.2
万
㎡
3
3
.4
万
㎡

（
4
8
％
）

施
設
整
備
費
補
助

金
に
よ
る
整
備
多
様
な
財
源
を
活

用
し
た
整
備

合
計

狭
隘
解
消
整
備

（
進
捗
率
）
9
.3
万
㎡
1
2
.2
万
㎡
2
1
.5
万
㎡

（
5
4
％
）

戦
略
的
な
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
推
進

個
別
項
目

指
標

実
績
※
１

施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
推
進
の
た
め

の
仕
組
み
の
構
築

学
内
の
情
報
や
要
望
を
活
用
し
，
全
学
的
体
制
で
大
学
経
営
の
観
点
か
ら
意
思
決
定

を
行
っ
て
い
る
（
本
５
か
年
計
画
開
始
時
：
７
９
．
１
％
）

９
２
．
３
％

施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
関
す
る
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
の
仕
組
み
を
構
築
し
，
検
証
を
行
い

継
続
的
に
改
善
し
て
い
る
（
本
５
か
年
計
画
開
始
時
：
５
６
．
０
％
）

８
２
．
４
％

施
設
の
有
効
活
用

既
存
施
設
の
利
用
状
況
を
把
握
し
，
利
用
計
画
を
策
定
し
た
上
で
，
ス
ペ
ー
ス
の
確
保

を
行
っ
て
い
る

３
９
．
６
％

適
切
な
維
持
管
理

イ
ン
フ
ラ
長
寿
命
化
計
画
（
行
動
計
画
等
）
を
策
定
し
，
財
源
を
確
保
し
て
計
画
を
実
行
す

る
と
と
も
に
定
期
的
な
検
証
と
見
直
し
を
行
っ
て
い
る

８
３
．
５
％

イ
ン
フ
ラ
長
寿
命
化
計
画
（
個
別
計
画
）
を
策
定
し
て
い
る

９
．
９
％

第
４
次
国
立
大
学
法
人
等
施
設
整
備
５
か
年
計
画
（
平
成
２
８
年
度
～
３
２
年
度
）
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
【
平
成
2
9
年
度
版
】

安
全
・安
心
な
教
育
研
究
環
境
の
基
盤
の
整
備

国
立
大
学
等
の
機
能
強
化
等
変
化
へ
の
対
応

サ
ス
テ
イ
ナ
ブ
ル
・
キ
ャ
ン
パ
ス
の
形
成

戦
略
的
な
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
推
進

多
様
な
財
源
を
活
用
し
た
施
設
整
備
の
推
進

老
朽
化
に
よ
り
劣
化
し
て
い
る
教
育
研
究
基
盤
を
，
安
全

で
国
際
的
に
も
信
頼
性
の
高
い
施
設
に
再
生

グ
ロ
ー
バ
ル
化
や
，
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
，
人
材
養
成
機

能
の
強
化
等
の
機
能
強
化
を
活
性
化
さ
せ
る
役
割
を
果

た
せ
る
よ
う
な
新
た
な
施
設
を
整
備

今
後
１
０
年
間
で
，
お
お
む
ね
耐
用
年
数
の
２
倍
を
超
え

る
基
幹
設
備
（ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
）の
解
消
を
目
指
す

先
端
医
療
・地
域
医
療
に
対
応
し
た
大
学
附
属
病
院
の

計
画
的
な
整
備
の
推
進

省
エ
ネ
や
環
境
負
荷
の
低
減
に
貢
献
で
き
る
施
設
整
備

等
の
取
組
を
通
し
て
、
サ
ス
テ
イ
ナ
ブ
ル
・キ
ャ
ン
パ
ス
の

形
成
を
図
り
、
次
世
代
の
社
会
モ
デ
ル
と
な
る
施
設
の
整

備
を
推
進

大
学
等
は
，
教
育
研
究
活
動
に
要
す
る
財
源
を
確
保
し
つ

つ
，
良
好
な
教
育
研
究
環
境
を
維
持
・確
保
す
る
た
め
，

経
営
的
な
視
点
に
よ
る
戦
略
的
な
マ
ネ
ジ
メ
ン
トを
よ
り
一

層
推
進

現
下
の
厳
し
い
財
政
状
況
の
中
，
大
学
等
は
，
国
が
施
設

整
備
費
の
確
保
に
努
め
る
一
方
，
多
様
な
財
源
を
活
用
し

た
施
設
整
備
を
一
層
推
進

※
２
当
該
年
度
の
全
保
有
面
積
、
要
改
修
面
積
を
基
に
算
出

※
３
本
計
画
策
定
時
点
の
要
改
善
対
象
数
を
基
に
算
出

※
５
平
成
２
７
年
度
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
原
単
位
（
５
年
間
平
均
）
を
基
準
に
算
出

豊
橋
技
術
科
学
大
学

図
書
館
改
修

【
R
2,
96
0㎡
】

自
然
科
学
研
究
機
構

実
験
研
究
棟
改
修
（
基
生
研
）

（
オ
ー
プ
ン
ラ
ボ
）

【
R
3,
05
0㎡
】

大
阪
大
学

総
合
研
究
棟
（
文
理
融
合
型
）

-
完
成
イ
メ
ー
ジ
-

【
S
7
4
,6
00
㎡
】

宇
都
宮
大
学

総
合
研
究
棟
（
デ
ザ
イ
ン
工
学
系
）

【
R
3
1
,8
90
㎡
】

東
北
大
学

中
央
診
療
棟

【
S
R5
-1
16
,0
00
㎡
】

岡
山
大
学

中
央
診
療
棟

（
総
合
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
部
）

【
S
R7
-1
13
,2
00
㎡
】

平
成
3
0
年
５
月
１
日
現
在

※
４
平
成
３
０
年
度
４
月
現
在
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擬音装置・自動水栓，人感・昼光センサー

高効率照明器具・高効率空調機

温熱環境の向上を図り、冷暖房負荷を低減。

節電・節水器具の導入により、使用電力・使用水量を削減。

高効率機器の導入により、電力消費量を低減。

＜省エネ改修の例＞高効率照明器具

人感センサー
昼光センサー

擬音装置・自動水栓

高効率空調機

ペアガラス

断熱材

省エネ改修（老朽改修）を実施することで、

30～50％の省エネ効果（光熱水費削減）が見込まれる。
2019年度概算要求（老朽改修事業）では、
光熱水費の削減額が年間総額約2.3億円と試算。（年間平均約1,000円/㎡）

♦ 省エネに資する改修

第 ４次施設整備 ５か年計画を踏まえた戦略的施設マネジメントによる老朽化対策

好循環リノベーション

断熱材・ペアガラス
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国立大学等施設整備費予算について 

（平成３０年度補正予算案） 
 

        国立大学等施設整備関連   ９６億円 

 

◆概  要  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ◆事業内容  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪北部地震や平成３０年７月豪雨などの自然災害により建物の損壊など 

多数の被害を受けた国立大学等施設の速やかな復旧を図る。また、地震発生時

の学生等の安全確保のため、ブロック塀等の安全対策を実施する。  

○国立大学等施設の復旧  ６０億円 

大阪北部地震や平成３０年７月豪雨などの自然災害により建物の損壊な

ど多数の被害を受けた国立大学等施設の速やかな復旧を図り、安全と教育研

究活動の円滑な実施を確保する。 

 

○ブロック塀の倒壊防止等の安全対策 ３６億円 

地震発生時の学生等の安全確保のため、安全性に問題のあるブロック塀

等の撤去・フェンス等の再設置などの安全対策を実施する。 
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